
様式第1号
質　問　書
（根拠：実施要領第6）
種子島開発総合センターリニューアル基本構想・基本計画策定業務委託の公募型プロポーザルについて、次のとおり質問します。
	項目
	記載欄

	法人等名称／共同企業体名
	

	担当者（所属・氏名）
	

	電話番号
	

	E-mail
	



	No.
	対象資料
	頁・条項等
	質問内容

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	


注：質問は簡潔・明瞭に記載し、電子メールで事務局へ提出してください。提出期限は、市が公告時に確定した実施要領の期限に従ってください。


様式第2号
施設見学申込書
（根拠：実施要領第7）
施設見学会への参加を次のとおり申し込みます。
令和8年　　月　　日
西之表市教育委員会歴史文化課　御中
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：

	項目
	記載欄

	参加者区分
	□ 単独企業　□ 共同企業体

	法人等名称／共同企業体名
	

	参加者1（所属・役職・氏名）
	

	参加者2（所属・役職・氏名）
	

	参加者3（所属・役職・氏名）
	

	当日連絡先
	


※現地では質問を受け付けず、質問がある場合は実施要領第6の方法によって提出します。


様式第3号
参 加 申 込 書
（根拠：実施要領第8）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


　下記業務の公募型プロポーザルについて、実施要領その他の公告資料を了承の上、参加を申し込みます。
	項目
	内容

	業務名
	種子島開発総合センターリニューアル基本構想・基本計画策定業務委託

	参加形態
	□ 単独企業　　□ 共同企業体

	共同企業体名（該当する場合）
	


【添付書類】
法人概要書及び履歴事項全部証明書
業務実績書及び契約書・業務完了を確認できる資料
管理技術者及び主要担当者の経歴・実績・資格証明
業務実施体制予定表
参加資格等誓約書
利益相反等申告書
共同企業体の場合：協定書、委任状、構成員一覧
西之表市入札参加資格者名簿未登録者：財産監理課所定のコンサルタント等入札参加資格審査表及び必要書類


様式第4号
法人概要書
（根拠：実施要領第8及び第4）
※共同企業体の場合は、各構成員について1部ずつ作成してください。
	項目
	記載欄

	法人等名称
	

	所在地
	

	代表者役職・氏名
	

	法人番号
	

	設立年月
	

	資本金等
	

	従業員数
	

	主な業務分野
	

	西之表市入札参加資格者名簿
	□ 登録あり（登録番号：　　　　　　）　□ 登録なし

	本業務を担当する事業所
	所在地：　　　　　　　　　　　　　　TEL：

	組織・財務上の履行基盤の概要
	

	情報管理・品質管理体制の概要
	




様式第5号
業務実績書
（根拠：実施要領第4・第8、審査要領第5）
参加資格確認及び一次審査に用います。実績は公告日の前日から起算して過去10年間のものを記載し、元請実績の確認資料を添付してください。
A　公共建築物に係る実績
基本計画、基本設計又は実施設計に係る元請実績
	業務名
	発注者
	履行期間
完了年月
	施設用途・規模
	受注形態・役割
	業務概要
	証拠資料No.

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


B　文化施設に係る実績
博物館、資料館、美術館等の類似文化施設の基本構想、基本計画、改修計画、展示計画、収蔵計画又は資料保存計画に係る元請実績
	業務名
	発注者
	履行期間
完了年月
	施設用途・規模
	受注形態・役割
	業務概要
	証拠資料No.

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


C　市民参加・委員会支援等の実績
施設計画等におけるワークショップ、ヒアリング、委員会支援等の実績
	業務名
	発注者
	履行期間
完了年月
	施設用途・規模
	受注形態・役割
	業務概要
	証拠資料No.

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※共同企業体での実績は、担当した役割・分担を「受注形態・役割」欄に明記してください。件数が多い場合は本様式を複写してください。


様式第6号
管理技術者及び主要担当者の経歴・実績・資格調書
（根拠：実施要領第4-1・第8、審査要領第5）
※配置予定者1名につき1枚作成してください。
	項目
	記載欄

	区分
	□ 管理技術者　□ 建築計画担当　□ 博物館・展示　□ 資料保存・収蔵　□ 管理運営・事業計画　□ 事業費・LCC　□ 市民参加　□ その他（　　　）

	氏名
	

	所属法人等／共同企業体構成員
	

	雇用関係
	□ 直接かつ恒常的な雇用関係（雇用開始：　　　年　月）　□ その他（　　　　　　　　　）

	保有資格・登録番号
	

	本業務における役割・責任
	


主な類似業務実績
	業務名
	発注者
	完了年月
	施設・業務概要
	本人の役割
	証拠資料No.

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※管理技術者については、実施要領第4-1に定める過去10年間の類似文化施設業務の従事実績が確認できるよう記載してください。資格証明・実績確認資料を添付してください。


様式第7号
業務実施体制予定表
（根拠：実施要領第8）
参加資格確認時点における配置予定体制を記載してください。
	担当分野
	役割区分
	担当者名
	所属法人等
	主な資格・経験
	本業務での責任

	業務統括・管理
	
	
	
	
	

	建築計画
	
	
	
	
	

	博物館・展示
	
	
	
	
	

	資料保存・収蔵
	
	
	
	
	

	管理運営・事業計画
	
	
	
	
	

	事業費・LCC・財源
	
	
	
	
	

	市民参加・合意形成
	
	
	
	
	

	工程・品質・情報管理
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	


※共同企業体の場合は、各担当者の所属構成員が分かるように記載してください。協力事務所を予定する場合は、その関係が分かるようにしてください。


様式第8号
参加資格等誓約書
（根拠：実施要領第8及び第4）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


本プロポーザルへの参加に当たり、公告資料を確認し、次の事項を誓約します。
1. 地方自治法施行令第167条の4に該当しません。
2. 西之表市から指名停止等の措置を受けていません。
3. 会社更生法、民事再生法等による手続により、本業務を履行できない状態ではありません。
4. 国税及び地方税に滞納がありません。
5. 暴力団その他反社会的勢力に該当せず、これらと関係を有しません。
6. 本業務を履行するために必要な財務基盤、組織体制及び情報管理体制を有します。
7. 実施要領第4に定める実績要件及び技術者要件を満たします（共同企業体の場合は共同企業体全体として満たす要件を含みます）。
8. 提出書類の記載事項及び添付資料に虚偽はありません。
9. 参加申込後から契約締結までに参加資格要件を満たさなくなった場合は、直ちに市へ申し出ます。
※共同企業体の場合は、代表構成員及び各構成員がそれぞれ本誓約書を提出してください。


様式第9号
利益相反等申告書
（根拠：実施要領第4、審査要領第2-3）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


審査委員、審査委員が所属する法人、本業務の公募資料作成に関与した者等との関係について、次のとおり申告します。
	確認項目
	なし
	あり（内容を別欄に記載）

	資本関係
	□
	□

	役員・職員等の人事関係
	□
	□

	親族関係
	□
	□

	顧問・アドバイザー等の契約関係
	□
	□

	共同研究・共同受注その他継続的関係
	□
	□

	その他審査の公正性を疑わせるおそれのある関係
	□
	□


【「あり」とした場合の相手方、関係内容、期間等】
	


上記に変更が生じた場合は、速やかに事務局へ申告します。


様式第10号
共同企業体構成員一覧
（根拠：実施要領第4-2及び第8）
	区分
	法人等名称
	所在地
	代表者
	担当分野・責任

	代表構成員
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	

	構成員
	
	
	
	


※構成員は2者以上4者以内。代表構成員は契約締結及び業務統括の権限を有し、管理技術者を配置します。


様式第11号
共同企業体協定書（標準例）
（根拠：実施要領第4-2及び第8）
	本協定書は標準例です。実施要領第4-2の要件を満たす限り、参加者の既存様式を用いることもできます。ただし、代表構成員の権限、構成員の担当分野・責任、共同企業体としての責任関係を明確にしてください。


第1条（目的）
本共同企業体は、種子島開発総合センターリニューアル基本構想・基本計画策定業務委託の公募型プロポーザルへの参加、契約締結及び契約履行を共同して行うことを目的とする。
第2条（名称）
本共同企業体の名称は、「　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体」とする。
第3条（構成員）
構成員は、別紙構成員一覧のとおりとする。
第4条（代表構成員）
代表構成員は　　　　　　　　　　　　　　とし、本プロポーザル及び契約履行に関し共同企業体を代表する。
第5条（業務分担）
各構成員の担当分野、業務範囲及び責任は、別紙構成員一覧及び業務実施体制予定表に定めるとおりとし、名目的な参加を行わない。
第6条（責任）
各構成員は、本業務の履行について共同企業体として責任を負い、相互に協力して契約上の義務を履行する。
第7条（管理技術者等）
代表構成員は管理技術者を配置する。各構成員は、担当分野に必要な能力及び経験を有する技術者を配置する。
第8条（構成員の変更等）
共同企業体の構成員、代表構成員又は業務分担を変更しようとするときは、あらかじめ西之表市の承認を得る。
第9条（存続期間）
本共同企業体は、本プロポーザルへの参加の日から契約履行及び精算が完了する日まで存続する。ただし、契約に至らない場合は、その手続終了日までとする。
第10条（協議）
本協定に定めのない事項又は疑義が生じた事項は、構成員間で協議し、必要に応じて西之表市と協議して定める。

令和8年　　月　　日
代表構成員　所在地：
　　　　　法人等名称：
　　　　　代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
構成員　　　所在地：
　　　　　法人等名称：
　　　　　代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
構成員　　　所在地：
　　　　　法人等名称：
　　　　　代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
構成員　　　所在地：
　　　　　法人等名称：
　　　　　代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印


様式第12号
委　任　状（共同企業体）
（根拠：実施要領第8）
西之表市長　様
共同企業体の各構成員は、下記代表構成員を代理人と定め、本業務の公募型プロポーザルに関する次の権限を委任します。
	項目
	内容

	共同企業体名
	

	受任者（代表構成員）
	所在地：
法人等名称：
代表者役職・氏名：


【委任事項】
・参加申込、質問、資料受領、通知受領その他本プロポーザル手続に関すること。
・企画提案書、業務工程表、業務実施体制表及び見積関係書類の提出に関すること。
・プレゼンテーション及び契約協議に関すること。
・契約締結に必要な協議及び書類提出に関すること。ただし、契約書への署名・押印等について市が各構成員に求める行為を妨げない。
令和8年　　月　　日
委任者（構成員）　所在地：
　　　　　　　　　法人等名称：
　　　　　　　　　代表者役職・氏名：　　　　　　　　　　　　　　印
※構成員ごとに作成してください。


様式第13号
辞　退　届
（根拠：実施要領第10）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


下記業務の公募型プロポーザルについて、参加を辞退します。
	項目
	内容

	業務名
	種子島開発総合センターリニューアル基本構想・基本計画策定業務委託

	参加形態
	□ 単独企業　□ 共同企業体

	共同企業体名（該当する場合）
	

	辞退理由（任意）
	


※提出方法及び期限は実施要領第10に従ってください。


様式第14号
企画提案書提出届
（根拠：実施要領第11-1）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


下記業務について、企画提案書等を提出します。
	提出物
	確認

	企画提案書提出届　正本1部
	□

	企画提案書　正本1部、副本10部及びPDFデータ
	□

	業務工程表　正本1部、副本同数及びPDFデータ
	□

	業務実施体制表　正本1部、副本同数及びPDFデータ
	□

	見積書及び内訳書　正本1部（封かんして提出）
	□

	上記PDFデータをまとめたCD-R　1枚
	□


参加番号（事務局記入）：　　　　　　　　　
※副本及びPDFのうち審査用データは、実施要領第11-2の匿名条件に従ってください。


様式第15号
業務工程表
（根拠：実施要領第11-1、仕様書第7・第10、審査要領第6）
契約締結想定から令和9年3月31日までの工程を、調査、比較検討、市民・関係者参加、委員会、発注者意思決定、中間成果及び最終成果の関係が分かるよう記載してください。
	主要業務・成果
	11月
	12月
	1月
	2月
	3月
	発注者との協議・判断ポイント

	契約・着手
	
	
	
	
	
	

	現況・課題調査
	
	
	
	
	
	

	先進事例・類似施設調査
	
	
	
	
	
	

	必要面積・機能整理
	
	
	
	
	
	

	整備手法比較・基本構想
	
	
	
	
	
	

	市民・関係者参加
	
	
	
	
	
	

	委員会支援
	
	
	
	
	
	

	展示・収蔵・運営等計画
	
	
	
	
	
	

	事業費・LCC・財源・工程・リスク
	
	
	
	
	
	

	中間成果物
	
	
	
	
	
	

	最終成果物
	
	
	
	
	
	


※上記は記載欄です。必要に応じて行を追加してください。副本は匿名条件を遵守してください。


様式第16号
業務実施体制表
（根拠：実施要領第11-1・第11-2、審査要領第6）
企画提案時の具体的な業務実施体制を記載してください。
	担当区分
	担当者記号
	専門分野・資格
	役割・責任
	関与方法・連携
	現地対応・代替体制

	管理技術者
	
	
	
	
	

	主要担当者
	
	
	
	
	

	主要担当者
	
	
	
	
	

	主要担当者
	
	
	
	
	

	主要担当者
	
	
	
	
	

	主要担当者
	
	
	
	
	


【品質・工程・情報管理の責任分担及び意思決定経路】
	


※副本では、法人名・ロゴ・個人名等を記載せず、「管理技術者A」「主要担当者B」等の記号で表してください。


様式第17号
業務見積書
（根拠：実施要領第11-1及び第14）
令和8年　　月　　日
西之表市長　様
	所在地
	

	法人等名称
	

	代表者役職・氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　印

	担当者連絡先
	所属：　　　　　　氏名：　　　　　　TEL：　　　　　　E-mail：


下記業務について、業務仕様書及び企画提案内容を踏まえ、次のとおり見積もります。
	項目
	金額

	見積金額（消費税及び地方消費税相当額を除く）
	金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	消費税及び地方消費税相当額
	金　　　　　　　　　　　　　　　　円

	見積総額
	金　　　　　　　　　　　　　　　　円


業務名：種子島開発総合センターリニューアル基本構想・基本計画策定業務委託
※旅費、通信費、印刷費、現地調査費その他本業務に必要な経費を含めてください。見積総額は業務委託上限額を超えないこと。見積内訳書を添付し、実施要領に従って封かんしてください。


様式第18号
業務見積内訳書
（根拠：実施要領第11-1・第14、仕様書第18）
	業務区分
	人員・工数／数量
	単価
	金額
	備考

	1 業務着手・進行管理
	
	
	
	

	2 現況・課題調査
	
	
	
	

	3 先進事例・類似施設調査
	
	
	
	

	4 基本構想の策定
	
	
	
	

	5 機能・諸室・規模計画
	
	
	
	

	6 整備手法・建築計画の比較
	
	
	
	

	7 展示・情報発信計画
	
	
	
	

	8 収蔵・保存・調査研究計画
	
	
	
	

	9 管理運営計画
	
	
	
	

	10 ユニバーサルデザイン・利用者サービス
	
	
	
	

	11 環境・維持管理計画
	
	
	
	

	12 事業費・LCC
	
	
	
	

	13 財源・事業手法
	
	
	
	

	14 整備工程・事業継続計画
	
	
	
	

	15 リスク管理
	
	
	
	

	16 市民・関係者意見把握
	
	
	
	

	17 委員会等運営支援
	
	
	
	

	18 打合せ・記録
	
	
	
	

	19 成果物・印刷・電子データ
	
	
	
	

	20 旅費・交通費・現地調査費等
	
	
	
	

	21 その他
	
	
	
	


小計（税抜）：　　　　　　　　　円　　消費税等：　　　　　　　　　円　　合計：　　　　　　　　　円
※実施体制、工数、旅費、再委託等の履行可能性を確認できる程度に内訳を記載してください。合計額は見積書と一致させてください。


様式第19号
非公開希望箇所一覧
（根拠：実施要領第18）
提出書類のうち、情報公開請求等に際して非公開を希望する箇所がある場合に提出してください。
	No.
	資料名
	頁・箇所
	非公開を希望する具体的理由
	開示により害される権利・利益等

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	


※本一覧の提出により非公開が保証されるものではありません。開示・非開示は、関係法令・条例等に基づき市が判断します。
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